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Ⅰ 令和５年度３月補正予算（案）の趣旨

今回の補正予算（案）は，国の経済対策に基づく補正予算による各種交付金・補助金を活

用した事業などを計上するとともに，能登半島地震の発生を受けた職員派遣等による被災地

の支援や，フェリーとしま２の火災事故発生を受けた同航路の運航支援などに要する経費を

計上することとしたほか，事業費の確定に伴う減等を行うこととした。

（単位：百万円，％）

令 和 ５ 年 度 令和４年度
区 分 ３ 月 現 計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補正後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 937,970 △32,368 905,602 959,341 94.4

特 別 会 計
396,060 10,652 406,712 412,104 98.7

(企業会計を除く)

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（令和５年度末見込）････････ ２５０億円

令和４年度末残高（２５０億円(決算)）比 ±０億円

○県債残高（令和５年度末見込）････････････････････ １兆５，２０２億円

令和４年度末残高（１兆５，５４３億円(決算)）比 △３４２億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆４５４億円

令和４年度末残高（１兆４９７億円(決算)）比 △４３億円

※平成19年度以降の減収補塡債

Ⅱ ３月補正予算（案）の主な内容

１ 国の補正予算関連事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

奄 美 群 島 成 長 戦 略 推 進 交 付 金 ７３０

海 岸 漂 着 物 地 域 対 策 推 進 事 業 ３１９

森 林 整 備 ・ 林 業 木 材 産 業 活 性 化 推 進 事 業 ３７０

福 祉 ・ 介 護 職 員 処 遇 改 善 臨 時 特 例 交 付 金 事 業 ２５８

介 護 職 員 処 遇 改 善 支 援 交 付 金 事 業 ７００

障 害 福 祉 施 設 整 備 事 業 １３５

産 地 パ ワ ー ア ッ プ 事 業 ７９０

か ご し ま 茶 産 地 力 向 上 条 件 整 備 事 業 ３２４

食 肉 等 流 通 体 制 整 備 事 業 ２，０００

畜 産 ク ラ ス タ ー 事 業 ２３２

畜 産 物 輸 出 コ ン ソ ー シ ア ム 推 進 対 策 事 業 ４４３

鹿 児 島 県 公 立 学 校 情 報 機 器 整 備 基 金 造 成 事 業 １，１３８

高 等 学 校 Ｄ Ｘ 加 速 化 推 進 事 業 １３３
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２ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

能 登 半 島 地 震 関 連 事 業 １７５

特 殊 航 路 補 助 １，２３４

３ 債務負担行為

公共事業の発注・施工時期の平準化を図るための債務負担行為（ゼロ国債）を計上する

こととした。

（単位：百万円）

区 分 補 正 額

国 庫 債 務 負 担 行 為 分
１，５８８

（ ゼ ロ 国 債 ）
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Ⅲ　３月補正予算（案）の姿

（Ⅰ） 一 般 会 計

　 １　歳　　入

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 158,156 3,549 161,704 17.9

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 81,533 △ 3,049 78,484 8.7

３ 地 方 譲 与 税 31,156 2,206 33,362 3.7

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,043 42 1,085 0.1

５ 地 方 交 付 税 281,887 9,209 291,096 32.1

６ 交通安全対策特別交付金 477 0 477 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 5,755 △ 253 5,501 0.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 10,857 △ 321 10,536 1.2

９ 国 庫 支 出 金 235,601 △ 49,095 186,506 20.6

10 財 産 収 入 2,259 △ 192 2,067 0.2

11 寄 附 金 121 49 170 0.0

12 繰 入 金 32,486 △ 6,047 26,438 2.9

13 繰 越 金 2,000 19,066 21,066 2.3

14 諸 収 入 11,024 2,464 13,488 1.5

15 県 債 83,615 △ 9,993 73,622 8.1

937,970 △ 32,368 905,602 100.0

（注１）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

（注２）表示単位未満四捨五入の関係で各款等の計と合計が一致しない場合がある。以下の表同じ。

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,439 △ 43 1,395 0.2

２ 総 務 費 58,044 23,706 81,750 9.0

３ 民 生 費 122,742 △ 160 122,582 13.5

４ 衛 生 費 115,881 △ 37,938 77,942 8.6

５ 労 働 費 2,189 △ 336 1,853 0.2

６ 農 林 水 産 業 費 81,314 △ 762 80,552 8.9

７ 商 工 費 17,345 152 17,496 1.9

８ 土 木 費 109,642 △ 10,189 99,454 11.0

９ 警 察 費 37,959 △ 1,075 36,883 4.1

10 教 育 費 184,313 △ 4,369 179,944 19.9

11 災 害 復 旧 費 14,037 △ 3,764 10,273 1.1

12 公 債 費 112,576 1,603 114,179 12.6

13 諸 支 出 金 80,290 808 81,097 9.0

14 予 備 費 200 0 200 0.0

937,970 △ 32,368 905,602 100.0合　      計

款　　　　別 補正前の額 補　正　額
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　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％）

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 226,611 △ 2,810 223,800 24.7

２ 物 件 費 50,804 △ 17,991 32,813 3.6

３ 維 持 補 修 費 4,843 △ 1 4,842 0.5

４ 扶 助 費 139,734 2,643 142,378 15.7

５ 補 助 費 等 202,692 △ 22,588 180,105 19.9

６ 普 通 建 設 事 業 費 174,723 △ 11,902 162,821 18.0

(1) 補 助 136,308 △ 10,042 126,266 13.9

(2) 単 独 38,415 △ 1,860 36,555 4.0

７ 災 害 復 旧 事 業 費 13,772 △ 3,751 10,022 1.1

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 112,173 1,741 113,914 12.6

10 積 立 金 8,917 22,957 31,874 3.5

11 出 資 金 1 0 1 0.0

12 貸 付 金 2,586 △ 114 2,472 0.3

13 繰 出 金 914 △ 552 361 0.0

14 予 備 費 200 0 200 0.0

937,970 △ 32,368 905,602 100.0

区　　　　分 補正前の額 補正額

合       計
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（Ⅱ） 特 別 会 計

　１　特別会計（企業会計を除く。）

    （単位：百万円）

102 0 102

98 △ 7 91

7,697 △ 28 7,669

264 △ 27 236

63 0 63

262 0 262

202,129 1,373 203,502

50 △ 13 38

185,395 9,354 194,750

396,060 10,652 406,712

（注）端数処理のため，合計と各特別会計の計は必ずしも一致しない。
　※　補正額△270千円

会　　　計　　　名 補正前の額 補　正　額 補　正　後

林業・木材産業改善資金貸付事業

公 共 土 木 用 地 取 得 先 行 事 業 等

港 湾 整 備 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

合　      計

※
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 　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円）

事 業 収 益 20,228 △ 188 20,040

事 業 費 用 22,496 △ 510 21,986

資 本 的 収 入 1,704 12 1,716

資 本 的 支 出 2,349 3 2,352

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補塡する。

 　３　工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円）

事 業 収 益 395 0 395

事 業 費 用 408 △ 25 383

資 本 的 収 入 0 0 0

資 本 的 支 出 186 △ 1 185

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補塡する。

補　正　額 補正後予算額

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額 補正後予算額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　　分 補正前の額
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 (Ⅲ) 公共事業調書

   1    公共事業
（単位：百万円，％）

令和４年度

事　業　名 最 終 予 算 額 補正前の額 補正額 補正後予算額 伸 び 率
（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 28,690 34,014 △ 4,328 29,686 103.5

河 川 6,639 7,563 △ 1,179 6,384 96.2

海 岸 1,181 1,001 △ 204 797 67.5

砂 防 11,987 13,496 △ 468 13,028 108.7

港 湾 7,280 7,900 △ 1,041 6,859 94.2

空 港 690 891 △ 95 797 115.4

都 市 計 画 1,790 1,974 △ 251 1,723 96.3

住 宅 1,964 1,993 △ 268 1,725 87.8

直 轄 負 担 金 12,763 14,391 △ 1,272 13,119 102.8

小　　　計 72,985 83,224 △ 9,105 74,119 101.6

林 道 2,333 2,562 △ 341 2,221 95.2

治 山 3,735 4,468 △ 162 4,306 115.3

造 林 2,253 2,804 △ 260 2,544 112.9

直 轄 負 担 金 281 255 △ 16 239 85.0

小　　　計 8,601 10,089 △ 778 9,311 108.2

漁 港 5,617 5,755 △ 201 5,554 98.9

沿岸漁場整備 1,233 1,306 △ 54 1,251 101.5

直 轄 負 担 金 126 65 0 65 51.2

小　　　計 6,976 7,125 △ 255 6,870 98.5

農業農村整備 27,055 27,425 △ 473 26,953 99.6

直 轄 負 担 金 105 193 △ 50 143 136.4

小　　　計 27,160 27,619 △ 523 27,096 99.8

115,723 128,057 △ 10,661 117,396 101.4

令　和　５　年　度区
 
分

合　　　　　計

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

林
　
務
　
関
　
係

水
産
関
係

農
政
関
係
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  ２　県単公共事業
（単位：百万円，％）

令和４年度

最終予算額 補正前の額 補正額 補正後予算額 伸 び 率

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 10,846 10,695 △ 7 10,687 98.5

河 川 2,903 3,100 △ 1 3,099 106.8

砂 防 679 680 0 680 100.2

港 湾 338 346 △ 2 344 101.8

空 港 268 222 0 222 82.8

公 園 63 68 0 68 108.5

生 活 排 水 320 365 △ 64 301 94.0

小　　　計 15,417 15,476 △ 74 15,402 99.9

林 道 40 41 0 41 102.7

治 山 425 425 0 425 100.0

小　　　計 466 467 0 466 100.0

水
産

関
係

漁 港 ・ 漁 場 42 43 0 43 102.9

農 業 農 村 371 322 △ 50 272 73.2

観
光

関
係

魅 力 あ る
観光地づくり

1,000 1,000 0 1,000 100.0

17,296 17,309 △ 124 17,184 99.4

令　和　５　年　度区
　
分

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

合　　　　　計

事  業  名

農
政

関
係

林
務
関
係
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 ３　災害復旧事業
（単位：百万円，％）

令和４年度

事　 業　 名 最終予算額 補正前の額 補正額 補正後予算額 伸び率

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

河 川 等 0 0 195 195 皆増

港 湾 0 47 △ 2 45 皆増

林 道 157 197 75 272 173.0

農 地 等 1,134 953 73 1,025 90.4

小    　計 1,292 1,197 340 1,538 119.0

河 川 等 3,087 5,000 △ 192 4,808 155.8

港 湾 310 2,600 △ 2,100 500 161.1

治 山 400 400 △ 334 66 16.4

林 道 434 600 292 892 205.7

漁 港 90 700 △ 700 0 皆減

農 地 等 1,070 2,300 △ 1,000 1,300 121.4

文 教 施 設 28 23 △ 20 4 12.5

小    　計 5,419 11,623 △ 4,055 7,568 139.7

180 0 18 18 10.1

9 38 △ 29 9 100.0

6,899 12,859 △ 3,726 9,133 132.4合       計

現
　
年
　
災
　
害

令　和　５　年　度区
 
分

直 轄 負 担 金

指 導 監 督 事 務 費

過
　
年
　
災
　
害
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国庫債務負担行為分（ゼロ国債）

　　（単位：百万円）

区　  分 事　　 業　 　名 限　 度　 額

道　　　　　    路 1,060

農　  政 農 業 農 村 整 備 528

1,588合　　　           　   計

土　  木
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Ⅳ 主な補正の概要
（注） …新規事業  …拡充事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 国の補正予算関連事業

○ 奄美群島成長戦略推進交付金（離島振興課） 729,510

国の奄美群島振興交付金を活用し，市町村等の裁量に基づく観光

施設整備や災害に強い営農施設の整備等の取組を支援する。

○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 319,260

国の地域環境保全対策費補助金を活用し，海岸における良好な景

観及び環境の保全を図るため，海岸漂着物等の回収・処理を行う。

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業 370,458

（森林経営課，かごしま材振興課）

国の合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策交付

金を活用し，木材の安定供給体制づくりに向けた間伐材の生産，高

性能林業機械の導入，木材加工流通施設等の整備及び森林資源の循

環利用を促進するための人工造林を支援する。

○ きのこの生産資材導入支援事業（森林経営課） 4,442

国の林業・木材産業国際競争力強化総合対策等地方公共団体事業

費補助金を活用し，生産資材の国産化等に取り組むきのこ生産者を

対象に，次期生産に必要な生産資材の導入費の一部を支援する。

○ 種苗事業（森林経営課） 9,700

国の林業・木材産業国際競争力強化総合対策等地方公共団体事業

費補助金を活用し，造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るた

め，成長が早く花粉が少ないなど優れた特性を持つスギの採穂園造

成及び穂木の確保等への支援を行う。

○ 福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金事業（障害福祉課） 257,690

国の福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金を活用し，障害福祉

職員を対象に，賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とし

て，収入を引き上げるための経費を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 介護職員処遇改善支援交付金事業（介護保険室） 700,250

国の介護職員処遇改善支援補助金を活用し，介護職員を対象に，

賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として，収入を引き

上げるための経費を支援する。

○ 障害福祉施設整備事業（障害福祉課） 135,367

国の社会福祉施設等施設整備費国庫補助金を活用し，社会福祉法

人等が実施する障害福祉サービス事業所等の整備に係る費用の一部

を助成する。

○ 浜の活力再生施設整備事業（水産振興課） 82,059

国の水産業競争力強化緊急施設整備事業費補助金を活用し，浜の

の活力再生プランの目標達成を図るため，漁協が行うプランに位置

づけられた共同利用施設の整備を支援する。

○ ＧＦＰフラッグシップ輸出産地形成プロジェクト事業 90,000

（かごしまの食輸出・ブランド戦略室）

国の農林水産物・食品輸出促進緊急対策事業補助金を活用し，輸

出産地の育成を通じて生産基盤の強化を図るため，輸出推進体制

「ＧＦＰ鹿児島」を活用しながら，海外の規制や大ロット等のニー

ズに対応する輸出産地の形成に向けた取組を支援する。

○ 農地中間管理事業支援等基金造成事業（農村振興課） 80,000

国の農地集積・集約化等対策事業費補助金を活用し，農地中間管

理機構を活用した担い手への農地集積・集約化を推進するため，

「鹿児島県農地中間管理事業支援等基金」を造成する。

○ 「稼ぐ力」を向上するスマート農業導入促進事業（経営技術課） 39,100

国の農業支援サービス事業緊急拡大支援対策事業費補助金を活用

し，農作業代行等の新たな支援サービス事業者の育成に加え，特定

の地域で活動してきた事業体が他産地にサービスを展開するために

必要なスマート農業機械等の導入を支援する。

13



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 担い手育成推進事業（農地利用効率化等支援事業）（経営技術課） 66,413

国の担い手確保・経営強化支援事業補助金を活用し，目標地図に

位置付けられた者等が，融資を受け，農業用機械・施設を導入する

際の融資残の一部を助成する。

○ 担い手育成推進事業（新たな担い手育成支援事業）（経営技術課） 10,000

国の担い手確保・経営強化支援事業補助金を活用し，認定農業者

等で構成された農業生産組織が，地域農業の持続性を確保するため

新たな担い手の参画・育成を図る実務指導等の取組を支援する。

○ 産地パワーアップ事業（農産園芸課） 790,453

国の産地生産基盤パワーアップ事業補助金を活用し，地域の営農

戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，意欲のある

農業者等が高収益作物・栽培体系への転換等を図るため，施設整備

等を支援する。

○ かごしま茶産地力向上条件整備事業（農産園芸課） 324,000

国の農産物等輸出拡大施設整備事業補助金を活用し，茶の輸出拡

大を図るため，てん茶加工施設の整備を支援する。

○ 食肉等流通体制整備事業（畜産課） 2,000,000

国の食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業交付金を活用し，鶏肉

の輸出拡大等を図るため，輸出先国の衛生条件等に対応した衛生レ

ベルや処理能力の向上等に必要な施設整備等を行う。

○ 畜産クラスター事業（畜産課） 232,249

国の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業を活用し，地域の

畜産クラスター協議会が実施する中心的経営体の収益性向上等を図

るための畜舎や堆肥舎等の整備に要する経費を助成する。

○ 畜産物輸出コンソーシアム推進対策事業（畜産課） 443,372

国の畜産物輸出コンソーシアム推進対策事業補助金を活用し，畜

産物の生産者，輸出事業者及び食肉処理施設等が連携して輸出促進

を図るコンソーシアムの設立やコンソーシアムが実施する輸出拡大

に向けた取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 環境放射線監視測定事業（原子力安全対策課） 33,583

国の放射線監視等交付金を活用し，川内原子力発電所周辺におい 補正後累計

て放射線量及び環境中の放射性物質の濃度変化の状況を調査する環 398,741

境放射線監視測定調査を実施するに当たり必要な測定機器を整備す

る。

○ 特別支援学校建物整備事業（学校施設課） 81,270

国の学校施設環境改善交付金を活用し，安心・安全な教育環境を 補正後累計

確保するため，老朽化の著しい特別支援学校の校舎の外壁改修を行 354,606

う。

○ 鹿児島県公立学校情報機器整備基金造成事業（義務教育課） 1,137,895

国の公立学校情報機器整備事業費補助金を活用し，県又は市町村

が義務教育段階の公立学校における情報機器の整備を行うため，基

金を造成する。

○ 高等学校ＤＸ加速化推進事業（高校教育課） 132,879

国の高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金を活用し，情

報，数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに，Ｉ

ＣＴを活用した文理横断的な学びを強化するため，ＩＣＴ機器等必

要な環境を整備する。

２ その他の事業

○ 能登半島地震関連事業 174,836

（人事課，保健医療福祉課，社会福祉課，障害福祉課）

令和６年能登半島地震の発生を受け，被災地の支援を行うため，

全国知事会等からの要請に基づき，職員等を被災地へ派遣する。

ア 能登半島地震職員派遣事業 81,547千円

イ 災害派遣医療チーム等体制整備事業 44,170千円

ウ 災害派遣福祉チーム等体制整備事業 25,674千円

エ 災害派遣精神医療チーム体制整備事業 23,445千円

15



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特殊航路補助（交通政策課） 1,233,839

地域住民の生活に不可欠な離島航路の維持を図るため，三島村，

十島村の村営船航路の船舶交通事業特別会計の欠損見込額に対し，

助成を行うとともに，昨年１２月に火災が発生した「フェリーとし

ま２」の代替運航等に要する経費を合わせて助成する。
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